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スマトラ沖津波
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Ⅰ.地震・津波等自然事象に対する原子力防災の系譜

IAEA/津波特別拠出金事業(EBP)
TiPEEZシステム事業(2007年4月～2014年2月）

2006耐震審査指針改定
残余のリスク導入（2006.9）

地震・津波等自然事象を含む
原子力災害対策指針策定（2012.10）
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TiPEEZ: Protection of NPPs against Tsunamis and Post Earthquake considerations in the External Zone/
周辺地域含めた原子力発電所の津波・地震に対する防災システム

1990～1999年 2000～2009年 2010年度～

原子力規制/
原子力防災

旧原研

旧JNES

中越沖地震
（2007.7）

兵庫県南部地震
(1995.1)
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スマトラ沖津波

(2004.12)

IAEA/津波特別拠出金事業(EBP)
TiPEEZシステム事業(2007年4月～2014年2月）

・原子力災害指針において、
地震・津波等自然事象に対する規定なし

地震情報緊急伝達システム研究
(1996年4月～2001年3月)

地震・津波等自然事象を含む
原子力災害対策指針策定（2012.10）



Ⅱ.旧原研「地震情報緊急伝達システム研究開発」

■背 景
・兵庫県南部地震（1995年1月）による阪神・淡路大震災
・旧科学技術庁「地震総合フロンティア研究」(1996年）
・旧原研「地震情報緊急伝達研究」(1996年4月～2001年3月)

■研究開発の概要:
◆研究開発の方針：

・阪神・淡路大震災を踏まえた京大防災研究所亀田弘行教授提案の
“RARMIS（リスク対応型地域管理情報システム）概念”を基本

◆想定ユーザー：
・防災関連中央省庁や県・政令都市に比し、地震防災システムの整備
が大きく遅れていた“中小市町村、中小企業、地域住民”

■研究成果への評価例：
◆米国連邦緊急事態管理庁（FEMA）から、

今後必須となる“廉価で実践多機能システム”と評価される
◆多額予算を要するシステムは廃れる

4RARMIS: Risk-Adaptive Regional Management Information System



■ RARMIS（リスク対応型地域管理情報システム）の概念
(1)阪神・淡路大震災(1995年)時の緊急対応から育った
徹底した“現場主義”に基づく自治体情報システムであること

(2)リスク （将来生じるべき危険・災害）/
地域管理（平常時の行政サービス）/
Adaptive（対応・連携に着目・重視）を順守すること

(3)平常時と緊急時機能が障壁なく連携する情報システムであること

■機能性・経済性に係る必須の情報基盤
①自律分散情報協調 ②時空間情報処理
③公開型データベース構造 ④全国地図データベース

【原研システム/TiPEEZ要件:
後述佐藤・山田氏発表】

■現場主義の実践
・京大亀田研究室：神戸市長田区役所防災訓練を支援
・旧原研：亀田研究室の一員として、

長田区役所職員と議論すると共に、長田区役所防災訓練に参加

京都大学RARMIS概念
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現場主義
兵庫県南部地震（1995.1､M7.2）の調査体験

・強震動によるインフラ損傷

・上下動の大きさ ・火災被害

地震防災システム設置階の圧壊
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病院機能の喪失



Ⅲ.旧JNES「TiPEEZシステム実践・普及」

■背 景
・旧JNES津波PRA研究開始(2004年4月)
・スマトラ沖津波（2004年12月）でのインド/マドラスNPP海水ポンプ被害

■プロジェクトの概要:
◆目 的：「IAEA津波(EBP)」(2007年4月～2014年2月)において

TiPEEZと津波ハザード評価手法の高度化・普及
◆基本方針：
・旧原研「地震情報緊急伝達システム」の活用
・津波ハザード評価手法の高度化

■ TiPEEZの実践・普及
・インド/クダンクラムNPPへの活用（2010. 2)
・柏崎・刈羽地域への活用 （2010.11）

■津波ハザード評価手法高度化に係る成果
・世界地震工学シンポジウム（2008.10）
・IAEA国際津波EBP会議 （2010. 3）等
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現場主義
スマトラ沖津波（2004.12､M9.3）の分析
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スリランカ：コロンボ近郊

インド：マドラスビーチ

インドネシア：パンダアチェ
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・津波によるインド/マドラスNPP
海水ポンプ室浸水
・世界初のケース



天井クレーン ジョイント部の損傷（６号機）

主変電器の損傷（２号機）

主排気につながるダクトのずれ（３号機）

主変圧器の火災（３号機）

現場主義
新潟県中越沖地震（2007.7､M6.8）の原因究明

K5  K6  K7
サービスホール

土捨て場

K4 K3 K2 K1

日本海

北

南

約2.5 km

9

・原子力発電所近傍での強震動による
NPP被害、世界初

・マルチユニットでの被害



実施項目：① TiPEEZ整備・普及
② 津波ハザード評価手法の高度化・普及

対象国 ：IAEA加盟国（米国・アジア等の8か国）
実施期間：2007.4～2014.3

TiPEEZと津波評価コードの提供と運用支援（予算・人材）

IAEA
津波
EBP

JNES

Ⅲｰ1.  IAEA津波EBPの概要
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韓国

インド

パキスタン
エジプト

トルコ

インドネシア

IAEA
米国

JNES

原子力津波防災情報
システムのネットワーク

モニタリングポ
スト計測値に基
づく 線量評価

避難・輸送ロジ
スティクス評価

プラント浸水評価

JNES

スマトラ地震による津波被害

実施項目①参加国

実施項目②参加国



TiPEEZの避難機能の概要 (1/3)
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橋梁被害

地震動分布

l輸送（配車）計画推定
（ガントチャート表示） 緑線: 通行可能ルート

赤線 : 輸送経路（車両毎）選択し
た車両

ｻﾝﾌﾟﾙｻｲﾄ

津波遡上

急傾斜地被害

lハザード（地震、津波）

lフラジリティ（地震・津波による被害）

l現地計測データに基づくFP分布推定

原子力施設ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ（サイト内）

l避難ルート推定立地地域
自治体、
関係機関等

ｻﾝﾌﾟﾙｻｲﾄ

支援機関ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ（サイト外）

土木技術

Ⅲ-2. TiPEEZ活用の実践例



■成果目標：適用国(機関)における自律的カスタマイズ（ヒンズー語対応）と
運用のための技術移転

■実施時期：2010年2月
■場所：インド電力公社本社（ムンバイ）
■参加機関：インド規制機関・インド電力
■支援機関：IAEA・JNES
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インド/クダンクラムNPPへの活用 (2/3)

l適用国（サイト）に応じた活用

-プラント安全対策検討
-地域防災計画の有効性評価

TiPEEZのインストール

地域特性に応じ
た推定機能の
カスタマイズ

基本データ
の作成

緊急時（図上）訓練IA
E

A
 E

B
Pの
成
果
目
標



柏崎市役所

新潟工科大学
（NIIT)

柏崎刈羽
原子力発電所

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

柏崎刈羽地域 刈羽村役場 日本地図

新潟工科大学原子力
耐震構造研究センターが
柏崎市と刈羽村を支援

■福島事故前：
・IAEA/JNES主催第1回柏崎国際耐震シンポジウム（新潟工大/2010年11月）の一環
として、TiPEEZを用いた地域住民へのデモ用3次元多目的視聴覚ホールの公開

■福島事故後：
・柏崎市/刈羽村支援のもと、地域住民へのデモンストレーション（2012.11，

2013.3，2013.8）
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柏崎刈羽地域への活用 (3/3)



◆事故シナリオ：津波遡上時のET

■津波ハザード評価手法高度化の一環として、同手法を用いた津波PRAによる事
故シナリオ評価成果を共有・普及した。この成果と福島事故と整合する。

○：健全 ×：機能喪失 ：福島第一NPP事故に相当ET

起因事象 屋外 屋内 炉心 状態

津波遡上
外部電
源

サポート 系 非常用
電源

炉心 冷却
短期

格納容
器冷却 長期

による
冠水

起動
変圧器

海水
ポンプ

軽油
タンク

DG 電動駆動
ポンプ

蒸気駆
動ポンプ

炉心状態 RHR
復旧

炉心
状態

○ ○ ○ ○ ○

○ × × ○ ○ ○ ○

× ×

敷地内

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ × × × ○ ○ ○ ○

× × ×

× × × ○ ○ ○ ○

× ×

建屋内 × × × × ×

×

○

○

○

○

○

×

×

×

14

Ⅲ-3. 津波ハザード評価手法高度化に係る成果の例



■ 津波リスク評価の有用性を確認 ＋ TiPEEZを用いた実践

■事後は誰でも何でも言えるが、事前の実践には科学的信念と勇気が必要
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津波PRAによる事故シナリオと福島事故の状況

発電所敷地高さと海水面の模式図
残留熱除去系等軽油タンク

ディーゼル
発電機

起動変圧器

原子炉機器冷却
系海水ポンプ

津浪PRAでの同定事故シナリオ 福島NPPでの事故

(1)海水給水系の機能喪失 左記発生

(2)電源の機能喪失 同上

(3)費用用ディーゼル発電機の機能喪失 同上

(4)開閉所変圧器の機能喪失 同上

(5)原子炉建屋の冠水 同上

(6) タービン建屋の冠水 同上

津波の引き波・遡上 原子炉機器冷却系海水ポンプの冠水

砂丘･堤防
基準水位

取水塔

取水トンネル

取水槽

土砂等の流入による貯水機能の障害海水取水機能障害



Ⅳ. 3.11以降の動向の概要

■ 地域防災計画・避難計画の策定と支援体制（下図）：
◆ 国関連機関と主な規基準類： 原子力防災会議（原子力基本法）/中央防災会
議（防災基本計画）/原子力規制委員会（原子力災害対策指針）

◆ 内閣府、県・市町村関連： 県防災会議・市町村防災会議（地域防災計画・避
難計画）/地域原子力防災協議会

＜ 県・市町村 ＞

県防災会議
市町村防災会議

地域防災計画・
避難計画

地域原子力
防災協議会

支援 支援

防災基本計画

＜ 国 ＞

中央防災会議

原子力規制委員会

内閣府（原子力防災担当）

原子力災害対策本部
（緊急時に設置）

原子力防災会議
（平時から常時設置）

＜ 国 ＞＜ 国・県・市町村 ＞

原子力災害対策指針

事務局

報告
・
了承
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Ⅳ.1地域防災計画・避難計画の支援体制と懸念事項



国・県の関連ガイドにおける懸念事項

(1) 地震津波災害と原子力災害との複合災害の取り組みにおいて、
原子力災害に比重が置かれており、福島事故の教訓である地震・津波による
複合災害の特性の反映が形式的・表面的であり、
実践・実効性の視点が必ずしも十分でない。

(2) 国・県・市町村との係わりにおいて、
それぞれの役割・係りは有機的なはずであるが形式的であり、
災害弱者となり得る住民の方々と直接接している市町村の役割が重要との視
点が必ずしも十分でない。

(3) 住民の方々からの理解・信頼の醸成の取り組みにおいて、
住民目線できめ細やかであるべきが、表面的で住民の方々と血を通い合わせ
るような視点が欠けている。
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■ 住民目線を重視した実効的な実践：
・市町村の役割の重要性について、再認識すること
・“現場主義”に基づき、現場へ足を運び、見て聞いて感じ取ること
・住民の方々から信頼を得ること



Ⅳ. 2鹿児島県原子力災害時住民避難支援・円滑化システムの概要

▶原子力災害時に避難を行う住民（PAZ,UP）への通知・情報共有を行うシステム
・住民の避難支援を行う防災業務関係者が取り扱い情報を集約し管理する。

▶防災科研システムSP4D、気象庁関連システム、鹿児島県道路通行規制情報システム等の関連
システムからも各種情報を取得し、集約表示を行う。（2022年4月公表）

避難行動に利用
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住民・防災関係者への指示に利用
災害時の情報管理に利用

集約された情報を
もとに防災関係者

へ指示

通知

本部要員

気象/モノタリングポス
ト/道路閉塞情報等

防災業務に利用

情報を集約し
地図上に表示

外部システム

住民

鹿児島県原子力災害時
住民避難支援・円滑化

システム

防災業務関係者

・避難指示や避難経路
・安定ヨウ素剤の服用タイミング
・驚異の情報（浸水、火災等）

住民向けアプリ

スマートフォン

・QRコード提示して避難所等への入所
・地震及び家族等のステータスを登録

※防災業務関係者：自治体職員、消
防、警察、自衛隊、民間事業者等

防災業務関係者向けアプリ

スマートフォンまたはPC

・気象庁関連システム
・規制庁関連システム
・SP4D(府省庁連携防災情報共有システム)
・鹿児島県道路通行規制情報システム
・Lアラート
・安定ヨウ素剤配布システム
・避難車両配車システミュ 等

情報集約システム

※県庁やオフサイ
トセンター要員

PC
状況を
連絡

被害状況等を投稿

情報を地図上に表示・脅威情報等の通問、その他
必要な情報の提供（モニタリングポストの数値等）

情
報
連
携
・
集
約
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Ⅴ.まとめ

■ 地震・津波等外的事象による複合原子力防災に係る関係者は、

将来の事故シナリオを合理的に推測し得るリスク思考を認識・重視し、

関連機関に忖度せずに、

科学的信念に基づき、

スピード感をもって実行することが重要。

⇒ 信念を貫く胆力・責任感が必須要件。

■ 実践に当たり、住民目線も必須要件。
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